
主要産業の労働生産性水準

• 産業別にみると、不動産業や電気・ガス、情報

通信業、金融･保険業といった資本集約的な分

野で労働生産性が高くなっている。

• 一方、農林水産業や(その他の)サービス業、宿

泊・飲食サービス業など比較的多くの人手を必

要とする分野で相対的に低くなっている。就業1

時間あたり・就業者1人あたりのいずれの指標

でみても、こうした傾向がみられる。

• 製造業の労働生産性は5,591円(1時間あたり)、

1人あたりでは1,105万円。一方、サービス産業

は4,593円(1人あたり763万円)。主要分野をみ

ても、卸売・小売業（同4,036円／1人あたり654

万円）、運輸・郵便業（同3,481円／1人あたり

697万円)などで製造業を下回る状況にある。

※内閣府｢国民経済計算｣をもとに日本生産性本部作成 ※サービス産業：電気・ガス･水道,卸売・小売業,運輸･郵便業,宿泊･飲食サービ
ス業,情報通信業,金融・保険業,不動産業,専門･業務支援サービス業,公務,教育,保健衛生･社会事業,その他のサービスにより構成

30,213 12,743 

7,511 

7,216 

6,802 

5,591 

4,593 

4,036 

3,803 

3,785 

3,481 

3,067 

2,749 

2,743 

2,285 

1,486 

4,603 

0 10,000 20,000 30,000

不動産業

電気・ガス・水道

情報通信業

金融・保険業

教育

製造業

（サービス産業）

卸売・小売業

鉱業

専門・業務支援     業

運輸・郵便業

建設業

宿泊・飲食サービス業

保健衛生・社会事業

その他のサービス

農林水産業

全産業

産業別 名目労働生産性
(2017年／就業1時間あたり)

80,909

13,716 

10,481 

9,742 

6,216 

6,193 

5,834 

5,665 

4,727 

4,639 

4,384 

3,093 

2,615 

1,462 

5,591 

0 6,000 12,000 18,000

石油・石炭製品

化学

情報・通信機器

一次金属

輸送用機械

汎用・業務用機械

電気機械

電子部品・デバイス

パルプ・紙・紙加工品

食料品

窯業・土石製品

その他の製造業

金属製品

繊維製品

製造業

製造業業種別 名目労働生産性
(2017年／就業1時間あたり)

55,716 24,489 

14,331 

12,903 

11,045 

10,331 

7,632 

7,530 

6,966 

6,729 

6,536 

6,311 

4,478 

3,708 

3,351 

2,500 

8,031 

0 15,000 30,000 45,000 60,000

不動産業

電気・ガス・水道

情報通信業

金融・保険業

製造業

教育

(サービス産業)

鉱業

運輸・郵便業

専門・業務支援     業

卸売・小売業

建設業

保健衛生・社会事業

その他のサービス

宿泊・飲食サービス業

農林水産業

全産業

産業別 名目労働生産性
(2017年／就業者1人あたり)

152,36825,830 

20,178 

19,898 

12,835 

12,530 

11,157 

11,055 

11,045 

9,376 

8,721 

8,612 

6,174 

5,346 

2,723 

0 15,000 30,000 45,000 60,000

石油・石炭製品

化学

一次金属

情報・通信機器

輸送用機械

汎用・業務用機械

電気機械

電子部品・デバイス

製造業

パルプ・紙・紙加工品

窯業・土石製品

食料品

その他の製造業

金属製品

繊維製品

製造業業種別 名目労働生産性
(2017年／就業者1人あたり)


